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 はじめに                             
 

エネルギー環境計画書制度は、平成 17 年 3 月の「都民の健康と安全を確保す

る環境に関する条例（環境確保条例）」の改正に基づき創設された制度です。 

本制度に基づき、制度対象事業者から「エネルギー状況報告書」（２００６年度、

２００７年度の取組結果）及び「エネルギー環境計画書」（200８年度の取組内容

及び将来目標）が提出されました。本資料は、前年度及び本年度に提出されたエ

ネルギー状況報告書及びエネルギー環境計画書についてとりまとめたものです。 

 

 

表 制度対象事業者 

事業者名 備考 

一般電気事業者 

東京電力株式会社 
 

特定規模電気事業者（五十音順） 

イーレックス株式会社 
 

株式会社エネット 
 

サミットエナジー株式会社 
 

ＧＴＦグリーンパワー株式会社 
平成１８年９月１日にジーティーエフ研究所より事業継承。 

新日鉄エンジニアリング株式会社 
平成１８年７月１日に新日本製鐵株式会社より事業継承。 

新日本石油株式会社 
 

ダイヤモンドパワー株式会社 
 

株式会社ファーストエスコ 
平成１８年１０月１日より都内に電力供給開始。 

丸紅株式会社 
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 １ エネルギー環境計画書及びエネルギー状況報告書の提出状況   
 

本制度では、都内に電気を供給する事業者に対し、「エネルギー環境計画書」お

よび「エネルギー状況報告書」の提出を義務付けています。（提出期限：エネルギ

ー環境計画書は７月末日、エネルギー状況報告書は６月末日。） 

本年度は、一般電気事業者１社及び特定規模電気事業者９社より提出をうけま

した。各社の提出状況は、以下の通りです。 

 

表 エネルギー状況報告書及びエネルギー環境計画書の提出状況 

２００６年度 ２００７年度 ２００８年度 

種別 事業者名 エネルギー

状況報告書

エネルギー

環境計画書

エネルギー

状況報告書

エネルギー

環境計画書

エネルギー

状況報告書 

エネルギー

環境計画書 

自社等の

発電設備

 

一般電気 

事業者 

東京電力 

株式会社 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 

イーレックス 

株式会社 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 無 

株式会社エネット ○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 

サミットエナジー 

株式会社 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 

ＧＴＦグリーンパワー 

株式会社 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 

新日鉄エンジニアリ

ング株式会社 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 

新日本石油 

株式会社 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 

ダイヤモンドパワー 

株式会社 
○ ○ ○ ○ ○ ○ 有 

株式会社 

ファーストエスコ 
－ ○ ○ ○ ○ ○ 有 

特定規模電気

事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 
有 

（2008-）
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 ２ 各事業者の地球温暖化取組方針、推進体制           
 

各事業者の地球温暖化に対する取組方針および推進体制を以下に示します。各

社とも、地球温暖化の防止に向けた取組みについてさまざまな取組を行っていま

す。 

表 各事業者の地球温暖化に対する取組方針 

種別 事業者名 取組方針 

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

＜中期経営方針 経営ビジョン 2010（平成 19 年 3 月見直し）＞ 

・ 地球環境貢献目標：CO2 排出原単位を 2008（平成 20）～2012（平成 24）年度の 5 年間

平均で 1990（平成 2）年度比 20％削減 

＜平成 20 年度 環境方針（地球温暖化関連部分 抜粋）＞ 

・ 地球温暖化防止のため、CO2 排出源単位削減目標に向け、最大限努力する （原子力

発電の安全安定運転、火力発電熱効率の向上、再生可能エネルギーの利用拡大など ）

・ 電力を中心とするエネルギー効率の高い社会の構築に貢献する。 （経済性・省エネ性・

環境性に優れた高効率機器やシステムの普及  など ） 

・ 常に先進の技術を追求・開発すると共に、その成果を環境関連ビジネス等を通じて活用

し環境問題の解決に貢献する 

・ 環境・エネルギー教育支援活動を充実すると共に、省エネルギーや CO2 排出削減の方

策について広く社会に提言する 

イーレックス株式会社 
・ 電源調達の一環としての発電事業への取組に当たっては、高効率の発電設備を対象に

検討する。 

株式会社エネット 

・ 2005 年度から、親会社の風力発電設備からの調達を開始。 

・ 2008 年度以降、親会社が計画中の大型天然ガス発電所からの調達により、天然ガス比

率をさらに高める。 

・ 自治体の清掃工場からの余剰電力やバイオマス発電による電力調達を引き続き行う。 

サミットエナジー 

株式会社 

・ 各発電所における熱効率向上の取組や、サミット明星パワー㈱における、木屑混焼率向

上によるカーボンニュートラル比率を高める取組を推進。 

ＧＴＦグリーンパワー

株式会社 

・ 発電設備の高効率運転に努め、熱効率の向上(発電機の常時フル運転）を図るとともに

燃料使用量を削減。 

・ 自社発電設備へのバイオマス燃料等の環境に優しい新燃料の導入を積極的に検討中。

新日鉄 

エンジニアリング 

株式会社 

・ 新日鉄グループは、「環境基本方針」を策定するなど、環境対策を企業経営の根幹に位

置づけ、省エネルギーやリサイクルなど足元の課題に加え、地球温暖化対策に資する技

術開発など長期的な課題にも取り組んでいる。 

「環境基本方針」 

 ・ 環境保全型社会への貢献 

 ・ 事業活動の全段階における環境負荷低減 

 ・ 地球規模の環境保全を通じた国際貢献 

・ 特定規模電気事業者（PPS）の温暖化対策を自主行動計画を策定しており、当社も当該

自主行動計画に従い、温暖化対策への取り組みを進めていく予定。 

新日本石油株式会社 
・ 天然ガスを燃料とする高効率のガスタービン複合発電の導入（川崎天然ガス発電） 

・ 風力発電設備の建設（川崎事業所扇島地区） 

ダイヤモンドパワー 

株式会社 

・ 電源構成において、天然ガス/都市ガス利用の可能な限りの拡大を図る。 

・ 負荷率の向上により熱効率を向上させ、結果として燃料使用量即ち CO2 排出量削減に

努力する。 

・ 自治体の一般廃棄物発電からの電力調達に努力する。 

・ バイオマス発電からの電力調達にも力を入れる。 

株式会社 

ファーストエスコ 

・ 子会社の木質バイオマス発電所の電力を、ベース電源として利用する。 

・ 木質バイオマス発電所の利用率の向上、および調整用発電所の運転効率の向上によ

り、CO2 排出量の削減に努める。 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 

・ 長野県に水力発電所を保有し、一昨年度においては小水力発電設備の増設を実施し、

また今後も同様に小水力発電設備の増設を検討している。 

・ バイオマス発電設備より電力を購入しており、昨年度には購入契約先を追加し、購入電

力量を増加。 

・ 環境負荷の低い電源構成を目指す。 

（注）上記は、各事業者より提出されたエネルギー環境計画書の内容を要約したものです。詳細は、各社エネルギー環境計画

書をご参照ください。 
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表 各事業者の地球温暖化に対する推進体制 

種別 事業者名 推進体制 

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

・ 全社的には、社長を「全社の環境管理の最高責任者」とし、その下に CSR 委員会、同環

境管理部会（部会長：副社長）を設置しています。環境管理部会は、地球温暖化防止に

向けた取組みを含め、全社的な環境管理・環境対策を総合的に審議、推進しており、環

境問題に関する目標値策定およびその達成状況に関するチェック・アンド・レビューを行

っている。 

・ 当社ならびに主な関係会社で「グループ環境委員会」を構成し、東京電力グループとして

の環境経営を推進。 

イーレックス株式会社 

・ 発電事業取組みに当たり、社内環境対策チームの意見が積極的に反映される体制と

し、小売事業についても同チームを中心に情報の収集管理を行う。 

・ 営業活動に当たっては CO2 排出係数等の情報開示、提供を行うなど、需要家に於ける

地球温暖化対策の推進に積極的に協力出来る体制としている。 

株式会社エネット 

・ 社内各部の横断的組織として、地球温暖化対策等の推進のためのチームを設置。 

・ このチームにおいては、調達中の発電所からの CO2 排出量の把握、再生可能エネルギ

ーの導入計画、自社および関連発電所の運用計画などを通じて、地球温暖化抑制に資

する事業の計画・推進を行っている。 

・ 上記チームと社内各部が協力して、お客様に対する電気の使用状況および温室効果ガ

ス排出量等の情報提供を行っている。 

サミットエナジー 

株式会社 

・ 関係会社の発電事業所毎に取組を行っている。 

・ 親会社である住友商事㈱グループの一員として、住友商事㈱環境・CSR 部が中心となり

実施している各種温暖化対策（省エネルギー対策、ごみの分別、グリーン購入等）を推

進。 

ＧＴＦグリーンパワー 

株式会社 

・ 地球温暖化対策の取組方針実行の為、発電所及び本社での給電業務に従事するソリュ

ーション部と密接に連携して実行している。 

新日鉄 

エンジニアリング 

株式会社 

・ 電力小売事業における発電所の地球温暖化対策の推進に関しては、電力小売事業の

担当部署である「エネルギーソリューション部」がその役を担っており、自社の発電所で

の発電効率向上や、CO2 排出量の把握、再生可能エネルギーの導入計画等、地球温暖

化対策をはかる為の企画と実施を行っている。 

・ 需要家のお客さまへ、電力使用量の状況報告など、省ｴﾈにつながる情報提供を行って

おり、温暖化対策に向けた働きかけを行っております。また、電力小売のお客様専用 HP

を通じ、夏季の省エネルギーの呼びかけ等を実施している。 

新日本石油株式会社 

・ エネルギーソリューション３部が中心となり、技術部および社会環境安全部と共同で特定

規模電気事業用の電源の計画、発電設備の建設および運転の効率化、CO2 排出量の

把握、再生可能エネルギーの導入など、地球温暖化対策を行なうための施策を企画、実

施している。 

・ 環境への取り組みを推進するための専門部署として、環境・品質本部内に社会環境安全

部を設置。同部は連結中期経営計画とリンクした中期環境経営計画(2008～2010 年度）

を策定のうえ、同計画に基づいて環境マネジメントシステムを構築（ISO14001 認証取得

を拡大）し、事業活動全てにおいて地球温暖化ガス削減への取り組みを進めている。 

ダイヤモンドパワー 

株式会社 

・ 当社電源グループが、温室効果ガス排出抑制に係る目標・措置を担当する。 

・ 当社関連会社での発電効率向上、CO2 排出量の把握、バイオマス発電からの電力購入

の計画等、当該対策を推進する。 

株式会社 

ファーストエスコ 

・ 木質バイオマス発電所所管部門と電力小売事業をおこなう電力ビジネス部が連携して発

電所の効率的な運用を行っていく。 

・ 省エネルギー支援サービス事業所管部門と連携し、お客様に対し、省エネルギー関連情

報を積極的に提供していく。 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 

・ 長野県に保有している水力発電設備からの電力につき、小売事業の供給電力としての

利用率を高めていきたい。 

・ 来年度以降もバイオマス発電設備からの電力購入量を増加させていく予定。 

・ 社内に「環境ビジネス推進委員会」および「地球環境委員会」を設置し、また「丸紅グルー

プ環境方針」を策定しております。 

（注）上記は、各事業者より提出されたエネルギー環境計画書の内容を要約したものです。詳細は、各社エネルギー環境計画

書をご参照ください。 
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 ３ ＣＯ２排出係数等の推移について                
①全電源ＣＯ２排出量、排出係数の計画値及び実績値の推移 

 

各事業者のＣＯ２排出量、排出係数及び把握率は以下の通りです。 

把握率は各社とも１００％となっています。 

 

表 全電源ＣＯ２排出量、排出係数の計画値及び実績値の推移 

2006 年度実績 2007 年度実績 
2008 年度 

計画 

2010 年度

計画 

2020 年度

計画 
種別 事業者名 

排出量 

（千 t） 

排出 

係数*

把握率

（％） 

排出量

（千 t） 

排出 

係数*

把握率

（％） 

排出 

係数* 

排出 

係数* 

排出 

係数* 

一般電気 

事業者 

東京電力 

株式会社 
27,300 0.339 100% 35,410 0.425 100%

0.425 

程度 

1990 年比

20%減 
極力低減

イーレックス 

株式会社 
106 0.378 99% 65 0.418 100% 0.423 0.387

2010 年度

比 10%削減

株式会社エネット 669 0.372 100% 883 0.438 100% 0.432 0.419
2010 年度

値以下 

サミットエナジー 

株式会社 
132 0.517 100% 126 0.526 100% 0.458 

0.517

以下

0.517 

以下 

ＧＴＦグリーンパワ

ー株式会社 
129 0.274 100% 157 0.315 100% 0.677 0.430

2010 年度

比 5%削減

新日鉄エンジニア

リング株式会社 
550 0.653 100% 518 0.655 100% 0.655 0.750

2010 年度

比 10%削減

新日本石油 

株式会社 
174 0.864 100% 321 0.634 100% 0.500 

0.500

未満

2010 年度

以下 

ダイヤモンドパワ

ー株式会社 
336 0.421 100% 173 0.432 100% 0.473 0.490 0.490

株式会社 

ファーストエスコ 
5 0.268 100% 23 0.388 100% 0.300 0.295

2010 年度

値以下 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 43 0.324 100% 69 0.351 100% 0.330 0.340 0.340

合計値・都内全電源排出係数 

都内全電源把握率 
29,444 0.345 100% 37,745 0.428 100%  

（注１）排出係数の単位：kg-CO2/kWh 

（注２）把握率とは、調達した電気のうち、CO2 排出量の根拠が明確であるものの割合のことです。詳しくは「東京都エネル

ギー環境計画書作成ガイドライン」p.15 をご参照ください。 
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○ 各事業者の CO2 排出係数 

 

各事業者及び都内全電源の CO2 排出係数 

 

 

 

CO2 排出量の割合（2007 年度） 
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②火力発電のＣＯ２排出係数の推移 

各事業者の火力発電所（他社所有のものも含む）における発電効率の向上を目

指し、エネルギー環境計画書制度では火力発電の CO2 排出係数の提出を各事業者

にもとめています。 

以下に、2006 年度および 2007 年度の火力発電の CO2 排出係数を示します。 

2006 年度と比較して排出係数が低くなっている事業者は３社、高くなってい

る事業者は６社、増減なしが１社となっています。 

 

表 火力発電のＣＯ２排出係数の推移 

単位：kg-CO2/kWh 

種別 事業者名 2006 年度 2007 年度 

一般電気事業者 東京電力株式会社 0.532 0.544 

イーレックス株式会社 0.389 0.390 

株式会社エネット 0.432 0.426 

サミットエナジー株式会社 0.568 0.571 

ＧＴＦグリーンパワー株式会社 0.128 0.150 

新日鉄エンジニアリング株式会社 0.761 0.700 

新日本石油株式会社 1.072 0.963 

ダイヤモンドパワー株式会社 0.415 0.415 

株式会社ファーストエスコ 0.089 0.256 

特定規模電気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 0.281 0.310 
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 ４ 再生可能エネルギーによる供給量の推移について        
 

再生可能エネルギーによる電力供給の拡大を目指し、各事業者から、自社等

（自社および子会社、親会社等）の再生可能エネルギーによる供給量の実績値お

よび計画値の提出をもとめています。 

2007 年度には４つの事業者が再生可能エネルギーによる発電を行っています。 

特定規模電気事業者の再生可能エネルギーによる発電量は、2006 年度は

34,482 千 kWh でしたが、2007 年度は 44,379 千 kWh に増加しています。 

また、各社ともＲＰＳ法に関連して環境価値の確保を行っています。 

 

①自社等発電所の再生可能エネルギーの発電量等の推移 

 

表 自社等発電所の再生可能エネルギーの発電量等の推移 

単位：千 kWh 

2006 年度実績 2007 年度実績 
2008 年度 

計画 

2010 年度 

計画 

2020 年度 

計画 種別 事業者名 

発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

2,988 

百万 kWh 
3.70%

2,664

百万 kWh
3.31%

2,847

百万 kWh
3.56%

2,819 

百万 kWh 
3.54% 

極力 

活用 
- 

イーレックス株式会社 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% - - 

株式会社エネット 1,777 1.02% 1,596 1.02% 1,500 0.70% 1,500 0.45% 1,500 0.45%

サミットエナジー 

株式会社 
26,364 11.65% 28,182 19.84% 25,689 25.16% 25,689 25.16% 25,689 25.16%

ＧＴＦグリーンパワー

株式会社 
0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

新日鉄エンジニアリン

グ株式会社 
0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 18,052 1.57% 

2010 年度比 

２倍程度まで拡大

新日本石油株式会社 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 1,764 0.23% 2010 年度以上 

ダイヤモンドパワー 

株式会社 
0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

株式会社ファースト 

エスコ 
6,341 84.00% 14,601 41.96% 15,100 23.00% 20,800 29.00% 改善に努める 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 

導入率

3.5%を

目指す

3.50%
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②再生可能エネルギーの発電量等の推移（他社分を含む） 

他社分を含む再生可能エネルギーの発電量を以下に示します。（なおこの発電量

は昨年度（2007 年度）のエネルギー状況報告書の提出から、任意の記載事項と

して提出されています。（記載のなかった事業者は「－」で示します。）） 

特定規模電気事業者のうち 2006 年度には６事業者、2007 年度には７事業者

が自社及び他社から調達した再生可能エネルギーによる電気の供給を行っていま

す。 

特定規模電気事業者の他社からの調達を含む再生可能エネルギーによる発電量

は、2006 年度は 271,391 千 kWh でしたが、2007 年度は 318,139 千

kWh に増加しています。 

 

 

表 再生可能エネルギーの発電量等の推移（他社分を含む） 

単位：千 kWh 

種別 事業者名 2006 年度 2007 年度 

一般電気事業者 東京電力株式会社 - - 

イーレックス株式会社 0 5 

株式会社エネット 70,840 45,959 

サミットエナジー株式会社 - 28,182 

ＧＴＦグリーンパワー株式会社 101,934 138,644 

新日鉄エンジニアリング株式会社 0 0 

新日本石油株式会社 2,838 0 

ダイヤモンドパワー株式会社 62,228 68,900 

株式会社ファーストエスコ 6,341 14,601 

特定規模電気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 27,209 21,848 
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③再生可能エネルギーの環境価値の確保量の推移 

 

表 再生可能エネルギーの環境価値の確保量の推移 

単位：千 kWh 

2006 年度実績 2007 年度実績 
2008 年度 

計画 

2010 年度 

計画 

2020 年度 

計画 種別 事業者名 

確保量 確保率 確保量 確保率 確保量 確保率 確保量 確保率 確保量 確保率

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

4,929 

百万 kWh 
5.30%

4,411

百万 kWh
6.10%

4,670

百万 kWh
5.10%

5,079 

百万 kWh 
5.70% 

極力 

活用 

イーレックス株式会社 657 0.23% 1,025 0.66% 1,019 0.65% 1,162 1.35% 
2010 年度比２倍

程度確保 

株式会社エネット 15,045 0.84% 24,946 1.24% 22,000 0.43% 90,000 1.35% 2010 年度値以上

サミットエナジー 

株式会社 
6,130 2.81% 10,750 4.49% 10,785 5.23% 6,152 2.43% 6,152 2.43%

ＧＴＦグリーンパワー

株式会社 
659 0.14% 1,939 0.39% 3,255 0.65% 11,000 1.35% 11,000 1.35%

新日鉄エンジニアリン

グ株式会社 
1,642 0.19% 5,006 0.63% 0 0.00% 9,018 1.35% 

2014 年度 

1.68%確保 

新日本石油株式会社 201 0.10% 1,815 0.36% 7,350 1.23% 6,350 1.18% 2010 年度以上 

ダイヤモンドパワー 

株式会社 
1,196 0.14% 3,768 0.94% 2,620 0.78% 4,243 1.27% 2010 年度以上 

株式会社ファースト 

エスコ 
5 0.00% 330 0.55% 18,000 6.10% 15,000 4.10% 2010 年度値以上

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 568 0.43% 1,089 0.55% 0 0.00% 2,200 0.90% 
2010 年度以上 

確保 
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 ５ その他の地球温暖化対策の状況                

①未利用エネルギー等の発電量等の推移 

各事業者の未利用エネルギー（バイオマス以外の廃棄物による発電、副生ガス

等）による発電実績および計画を以下に示します。 

2006 年度には 5 つの事業者、2007 年度には 6 つの事業者が未利用エネル

ギー等による電力の供給を行っており、特定規模電気事業者の発電量は 2006 年

度の 90,752 千 kWh から、2007 年度には 116,478 千 kWh に増加していま

す。 

 

表 未利用エネルギー等の発電量等の推移 

単位：千 kWh 

2006 年度実績 2007 年度実績 
2008 年度 

計画 

2010 年度 

計画 

2020 年度 

計画 種別 事業者名 

発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率 発電量 導入率

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

1,131 

百万 kWh 
1.40%

1,148

百万 kWh
1.34%

1,220

百万 kWh
1.40%

1,224 

百万 kWh 
1.41% 極力活用 

イーレックス株式会社 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 4,304 5.00% 
2010 年度比 

２倍程度確保 

株式会社エネット 20,315 1.09% 36,893 1.75% 48,000 0.94% 48,000 0.72% 
導入に向け 

努力する 

サミットエナジー 

株式会社 
0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

ＧＴＦグリーンパワー

株式会社 
63,751 13.00% 45,989 9.03% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

新日鉄エンジニアリン

グ株式会社 
0 0.00% 497 0.06% 0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

新日本石油株式会社 3,556 1.72% 32,556 6.24% 218,908 27.32% 219,065 28.46% 2010 年度以上 

ダイヤモンドパワー 

株式会社 
3,130 0.38% 0 0.00% 0 0.00% 2007 年度以上 2010 年度以上 

株式会社 

ファーストエスコ 
0 0.00% 0 0.00% 0 0.00%

導入に向け 

努力する 

導入に向け 

努力する 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 0 0.00% 543 0.27% 1,000 0.10% 1,200 0.12% 
2010 年度以上 

確保 
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②火力発電所における熱効率の向上に係る措置 

各事業者の火力発電所における熱効率の向上に係る措置を以下に示します。 

表 各事業者の火力発電所における熱効率の向上に係る措置 

種別 事業者名 内容 

一般電気 

事業者 
東京電力株式会社 

・ コンバインドサイクル（CC）発電の導入等、技術開発と改良を重ねながら火力発電熱効

率の向上を追求。2007 年度の全火力発電所の平均熱効率は、高効率な改良型コンバ

インドサイクル（ACC）発電の活用ならびに日々の発電プラントの熱効率維持管理に努

めたものの、昨年 7 月に発生した新潟県中越沖地震による柏崎刈羽原子力発電所の

停止に伴い、LNG 火力に比べて相対的に熱効率の低い石油火力発電所からの発電

電力量の割合が高まったことから低発熱量（LHV）換算で前年度を 0.5 ポイント下回る

45.6％となった。 

・ 今後も ACC 発電設備の効率的な運用に加え、日常の発電プラントの熱効率維持管理

を徹底し、熱効率のさらなる向上を図る。なお、2003 年 12 月に運転を開始した常陸那

珂火力発電所は、出力 100 万 kW と国内最大規模の石炭火力発電所で、石炭火力と

しては最高水準の熱効率 43％を実現し、CO2 排出量抑制に貢献している。 

・ 2007 年 6 月には川崎火力発電所 1 号系列 3 軸が運開し、2008 年 6 月には同 1 号系

列 2 軸が、また 2009 年 2 月には同 1 号系列 1 軸に熱効率 59%の 1,500℃級コンバイ

ンドサイクル(MACC)発電設備を導入する予定。富津火力発電所４号系列１号軸に熱

効率 59%の 1,500℃級コンバインドサイクル(MACC)が、2008 年 7 月末に運転を開始。

イーレックス株式会社 ・ 自社及び子会社で保有する火力発電所はない。 

株式会社エネット 

・ 主力天然ガス発電所においては、最新鋭のコンバインドサイクル方式を用いているこ

と、および立地を生かして燃料ガスの効率的な供給を受けていることから、総合的に見

て高い熱効率を実現している。一例として川崎天然ガス発電所では発電端効率 

57.65%(低位発熱量基準)を実現。 

・ 自社等火力発電所においては、部分負荷運転を極力回避するなど、運用面でも工夫

することにより熱効率の向上に努めている。 

・ コージェネレーション発電設備からの余剰電力を調達するなど、熱効率の向上に取り

組んでいる。 

サミットエナジー 

株式会社 

・ サミット美浜パワー㈱：本年２月～３月に行った発電所の定期点検の際、ガスタービン

を効率のよいバージョンアップ機に交換。これにより、プラント総合効率が 68.16％から

70.15％に向上した。 

・ サミット明星パワー㈱：入手が難しくなってきている木屑の収集に努め、木屑の混焼比

率を高めることで、カーボンニュートラル比率を高めている。また安定運転に努め・故障

を再発防止に継続して取り組んでいる。 

・ サミット小名浜エスパワー㈱：ボイラー本体に付着する灰を定期的に除去する等、スー

パーヒーターの熱効率向上を図っている。また、石炭の粉砕機のローラーを定期的に

取り替え、テーブルを整備することで磨耗を防ぎ燃焼率向上に取り組んでいる。 

ＧＴＦグリーンパワー 

株式会社 

・ 効率向上の為、発電機の最大電力到達までの運転時間を出来る限り早める運用を行

っている。 

新日鉄 

エンジニアリング 

株式会社 

・ NS エネルギー袖ヶ浦について、発電設備の平均稼働出力を向上させることで、機関の

熱効率の向上を図ることや、換気ブロワー稼働台数を減らすことにより所内動力を抑

制し、送電端での電力利用の向上を図ること等を、継続的に取り組んでいる。 

・ 他社等発電設備については、ＣＯ２排出量の把握への協力を通じ、発電所の稼働状況

の把握に努めている。 

新日本石油株式会社 

・ 川崎天然ガス発電㈱にて、天然ガスを燃料とした高効率のガスタービン複合発電設備

の建設を進めている。1 号機 40 万 KW に続き、2 号機 40 万 KW の 10 月営業運転開

始に向け、試運転等の準備を進めている。 

ダイヤモンドパワー 

株式会社 

・ 現状、自社･子会社にて発電設備を保有していない。 

・ 可能な限り、熱効率が向上する供給パターンを採用するよう努めている。 

株式会社 

ファーストエスコ 
・ 運転台数の制御による高効率発電を実行している。 

特定規模電

気事業者 

（五十音順） 

丸紅株式会社 ・ 2007 度時点において、自社および子会社で所有する火力発電所はない。 

（注）上記は、各事業者より提出されたエネルギー状況報告書の内容を要約したものです。詳細は、各社エネルギー状況報告

書をご参照ください。 
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 ６ その他                           
①発電施設の現場確認 

一般電気事業者１社および特定規模電気事業者９社について、各事業者につき

１施設を対象として発電施設の現場確認を行いました。 

現場確認では、以下のような内容を調査しています。 

 

○発電所の発電出力 

  発電機の銘板等により確認 

○燃料の種類 

  燃料保管施設や供給設備の確認 

○燃料使用量 

発電所での燃料納入伝票等により確認 

  ○送出電力量 

発電所での記録と事業者の報告とを照合 

○発電所の視察 

発電施設の設備等の視察          など 

 

各社とも、エネルギー状況報告書の算定方法に係る添付書類の記載内容に相違

ないことが確認されました。 

 

 

②ガイドラインの作成 

エネルギー状況報告書およびエネルギー環境計画書を作成するための手引きと

して、「東京都エネルギー環境計画書作成ガイドライン」を作成し、本年度改定致

しました。本制度の対象事業者に限らず、エネルギー状況報告書やエネルギー環

境計画書を閲覧する際の参考資料としてご活用ください。 

 



資料編：各社データシート及びエネルギー環境計画書・エネルギー状況報告書 

１．一般電気事業者 

東京電力株式会社 

○データシート 

事業者名 東京電力株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

計画

2007年度

実績

2008年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.381 0.372 0.339

0.339kg-ＣＯ

2/kWh

以下に低減

0.425

0.425kg-ＣＯ

2/kWh

程度

2008～2012

年度の5年間

平均で1990

年比20%削減

極力低減

把握率 % 99% 99% 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh - 0.554 0.532 0.544

確保量 百万kWh 16,694 15,336 4,929 4,499 4,411 4,670 5,079 極力活用

確保率 % 5.80% 5.30% 6.10% 5.11% 5.14% 5.37% 5.83% －

発電量（自社等） 百万kWh 10,857 9,706 2,988 2,780 2,664 2,847 2,819 極力活用

導入率 % 3.80% 3.30% 3.70% 3.42% 3.31% 3.56% 3.54% －

発電量（他社含む） 百万kWh - - - - -

発電量 百万kWh 42,145 4,407 1,131 1,088 1,148 1,220 1,224 極力活用

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

環境価値の確保量

CO2排出係数

導入率 % 1.40% 1.50% 1.40% 1.24% 1.34% 1.40% 1.41% －による発電量
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○エネルギー環境計画書（東京電力株式会社：その１） 
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○エネルギー環境計画書（東京電力株式会社：その２） 
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○エネルギー環境計画書（東京電力株式会社：その３） 
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○エネルギー環境計画書（東京電力株式会社：その４） 
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○エネルギー状況報告書（東京電力株式会社：その１） 
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○エネルギー状況報告書（東京電力株式会社：その２） 
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○エネルギー状況報告書（東京電力株式会社：その３） 
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２．特定規模電気事業者（５０音順） 

イーレックス株式会社 

○データシート 

事業者名 イーレックス株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

計画

2007年度

実績

2008年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.480 0.398 0.378 0.418 0.423 0.387
2010年度比

10%程度削減

把握率 % 84% 91% 99% 100%

（火力） kg-CO2/kWh 0.513 0.377 0.389 0.39

確保量 千kWh 153 590 657 2,800 1,025 1,019 1,162
2010年度比

2倍程度発電

確保率 % 0.02% 0.07% 0.23% 0.60% 0.66% 0.65% 1.35% -

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 0 0 -

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% -

発電量（他社含む） 千kWh 0 0 300 5 600

発電量 千kWh 0 2 0 0 0 0 4,304
2010年度比

2倍程度発電

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

による発電量
導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 5.00% 0.00%

 

 

 

 

- 22 - 



○エネルギー環境計画書（イーレックス株式会社：その１） 

 

- 23 - 



○エネルギー環境計画書（イーレックス株式会社：その２） 

 

- 24 - 



○エネルギー環境計画書（イーレックス株式会社：その３） 

 

- 25 - 



○エネルギー環境計画書（イーレックス株式会社：その４） 

 

- 26 - 



○エネルギー状況報告書（イーレックス株式会社：その１） 

 

- 27 - 



○エネルギー状況報告書（イーレックス株式会社：その２） 

 

- 28 - 



○エネルギー状況報告書（イーレックス株式会社：その３） 
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株式会社エネット 

○データシート 

事業者名 株式会社エネット 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

計画

2007年度

実績

2008年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.394 0.388 0.372 0.392 0.438 0.432 0.419
2010年度値以

下

把握率 % 97% 96% 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh 0.464 0.388 0.432 0.426

確保量 千kWh 8,639 22,300 15,045 22,000 24,946 22,000 90,000 -

確保率 % 0.46% 0.85% 0.84% 1.00% 1.24% 0.43% 1.35%
2010年度値以

上

発電量（自社等） 千kWh 0 1,407 1,777 1,500 1,596 1,500 1,500 1,500

導入率 % 0.00% 0.40% 1.02% 0.70% 1.02% 0.70% 0.45% 0.45%

発電量（他社含む） 千kWh 84,603 70,840 57,000 45,959 57,000

発電量 千kWh 43,593 103,088 20,315 48,000 36,893 48,000 48,000 -

導入率 % 2.28% 3.78% 1.09% 2.10% 1.75% 0.94% 0.72%
導入に向け努

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

による発電量
力する
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○エネルギー環境計画書（株式会社エネット：その１） 

 

- 31 - 



○エネルギー環境計画書（株式会社エネット：その２） 

 

- 32 - 



○エネルギー環境計画書（株式会社エネット：その３） 

 

- 33 - 



○エネルギー環境計画書（株式会社エネット：その４） 

 

- 34 - 



○エネルギー状況報告書（株式会社エネット：その１） 

 

- 35 - 



○エネルギー状況報告書（株式会社エネット：その２） 

 

- 36 - 



○エネルギー状況報告書（株式会社エネット：その３） 

 

- 37 - 



サミットエナジー株式会社 

○データシート 

事業者名 サミットエナジー株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

計画

2007年度

実績

2008年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.564 0.611 0.517 0.517 0.526 0.458 0.517以下 0.517以下

把握率 % 41% 100% 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh 0.516 0.639 0.568 0.571

確保量 千kWh 18,975 19,943 6,130 6,152 10,750 10,785 6,152 6,152

確保率 % 7.15% 3.13% 2.81% 1.95% 4.49% 5.23% 2.43% 2.43%

発電量（自社等） 千kWh 0 91,153 26,364 26,354 28,182 25,689 25,689 25,689

導入率 % 0.00% 15.94% 11.65% 15.40% 19.84% 25.16% 25.16% 25.16%

発電量（他社含む） 千kWh - - 0 28,182 0

発電量 千kWh 0 0 0 0 0 0 0 0

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%による発電量
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○エネルギー環境計画書（サミットエナジー株式会社：その１） 

 

- 39 - 



○エネルギー環境計画書（サミットエナジー株式会社：その２） 

 

- 40 - 



○エネルギー環境計画書（サミットエナジー株式会社：その３） 

 

- 41 - 



○エネルギー環境計画書（サミットエナジー株式会社：その４） 

 

- 42 - 



○エネルギー状況報告書（サミットエナジー株式会社：その１） 

 

- 43 - 



○エネルギー状況報告書（サミットエナジー株式会社：その２） 

 

- 44 - 



○エネルギー状況報告書（サミットエナジー株式会社：その３） 

 

- 45 - 



ＧＴＦグリーンパワー株式会社 

○データシート 

事業者名 ＧＴＦグリーンパワー株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

計画

2007年度

実績

2008年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.506 0.389 0.274 0.289 0.315 0.677 0.430
2010年度比

5％削減

把握率 % 95% 92% 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh 0.736 0.335 0.128 0.15

確保量 千kWh 422 0 659 2,149 1,939 3,255 11,000 11,000

確保率 % 0.14% 0.00% 0.14% 0.32% 0.39% 0.65% 1.35% 1.35%

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 0 0 0

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

発電量（他社含む） 千kWh 0 101,934 0 138,644 0

発電量 千kWh 5,538 47,495 63,751 240,000 45,989 0 0 0

導入率 % 1.74% 7.45% 13.00% 30.00% 9.03% 0.00% 0.00% 0.00%

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

による発電量

CO2排出係数

環境価値の確保量
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○エネルギー環境計画書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その１） 

 

- 47 - 



○エネルギー環境計画書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その２） 

 

- 48 - 



○エネルギー環境計画書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その３） 

 

- 49 - 



○エネルギー環境計画書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その４） 

 

- 50 - 



○エネルギー状況報告書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その１） 

 

- 51 - 



○エネルギー状況報告書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その２） 

 

- 52 - 



○エネルギー状況報告書（ＧＴＦグリーンパワー株式会社：その３） 
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新日鉄エンジニアリング株式会社 

○データシート 

事業者名 新日鉄エンジニアリング株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

計画

2007年度

実績

2008年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.427 0.594 0.653 0.653 0.655 0.655 0.750
2010年度比

10%程度削減

把握率 % 96% 100% 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh 0.482 0.655 0.761 0.700

確保量 千kWh 281 721 1,642 3,136 5,006 0 9,018
2014年度

1.68％ 確保

確保率 % 0.03% 0.08% 0.19% 0.46% 0.63% 0.00% 1.35% 0.00%

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 0 18,052
2010年度比2倍

程度まで拡大

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 1.57% 0.00%

発電量（他社含む） 千kWh 0 0 0 0 5,006

発電量 千kWh 0 12,156 0 0 497 0 0 0未利用エネルギー等

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

導入率 % 0.00% 0.73% 0.00% 0.00% 0.06% 0.00% 0.00% 0.00%による発電量
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○エネルギー環境計画書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その１） 

 

- 55 - 



○エネルギー環境計画書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その２） 

 

- 56 - 



○エネルギー環境計画書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その３） 

 

- 57 - 



○エネルギー環境計画書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その４） 

 

- 58 - 



○エネルギー状況報告書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その１） 

 

- 59 - 



○エネルギー状況報告書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その２） 

 

- 60 - 



○エネルギー状況報告書（新日鉄エンジニアリング株式会社：その３） 
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新日本石油株式会社 

○データシート 

事業者名 新日本石油株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

計画

2007年度

実績

2008年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.476 0.794 0.864 0.640 0.634 0.500 0.500未満 2010年度以下

把握率 % 100% 100% 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh 0.489 1.014 1.072 0.963

確保量 千kWh 46 61 201 2,963 1,815 7,350 6,350 2010年度以上

確保率 % 0.06% 0.03% 0.10% 0.66% 0.36% 1.23% 1.18% 2010年度以上

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 0 1,764 2010年度以上

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.23% 2010年度以上

発電量（他社含む） 千kWh 3,241 2,838 0 0 2,475

発電量 千kWh 25,693 10,397 3,556 33,403 32,556 218,908 219,065 2010年度以上

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

導入率 % 32.31% 4.61% 1.72% 16.19% 6.24% 27.32% 28.46% 2010年度以上による発電量
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○エネルギー環境計画書（新日本石油株式会社：その１） 

 

- 63 - 



○エネルギー環境計画書（新日本石油株式会社：その２） 

 

- 64 - 



○エネルギー環境計画書（新日本石油株式会社：その３） 

 

- 65 - 



○エネルギー環境計画書（新日本石油株式会社：その４） 

 

- 66 - 



○エネルギー状況報告書（新日本石油株式会社：その１） 

 

- 67 - 



○エネルギー状況報告書（新日本石油株式会社：その２） 

 

- 68 - 



○エネルギー状況報告書（新日本石油株式会社：その３） 
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ダイヤモンドパワー株式会社 

○データシート 

事業者名 ダイヤモンドパワー株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

計画

2007年度

実績

2008年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.488 0.410 0.421 0.493 0.432 0.473 0.490 0.490

把握率 % 38% 88% 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh - 0.396 0.415 0.415

確保量 千kWh 563 951 1,196 3,071 3,768 2,620 4,243 2010年度以上

確保率 % 0.06% 0.06% 0.14% 0.84% 0.94% 0.78% 1.27% ―

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 0 0 0

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00%

発電量（他社含む） 千kWh 0 62,228 55,972 68,900 68,900

発電量 千kWh 78,489 0 3,130 0 0 0 2007年度以上 2010年度以上

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

導入率 % 7.85% 0.00% 0.38% 0.00% 0.00% 0.00% - -による発電量
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○エネルギー環境計画書（ダイヤモンドパワー株式会社：その１） 

 

- 71 - 



○エネルギー環境計画書（ダイヤモンドパワー株式会社：その２） 

 

- 72 - 



○エネルギー環境計画書（ダイヤモンドパワー株式会社：その３） 

 

- 73 - 



○エネルギー環境計画書（ダイヤモンドパワー株式会社：その４） 

 

- 74 - 



○エネルギー状況報告書（ダイヤモンドパワー株式会社：その１） 

 

- 75 - 



○エネルギー状況報告書（ダイヤモンドパワー株式会社：その２） 
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○エネルギー状況報告書（ダイヤモンドパワー株式会社：その３） 
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株式会社ファーストエスコ 

○データシート 

事業者名 株式会社ファーストエスコ 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

計画

2007年度

実績

2008年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh － － 0.268 0.280 0.388 0.300 0.295 2010年度値以下

把握率 % － － 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh － － 0.089 0.256

確保量 千kWh - - 5 500 330 18,000 15,000 2010年度値以上

確保率 % - - 0.00% 0.80% 0.55% 6.10% 4.10% -

発電量（自社等） 千kWh - - 6,341 15,600 14,601 15,100 20,800 改善に努める

導入率 % - - 84.00% 39.00% 41.96% 23.00% 29.00% -

発電量（他社含む） 千kWh - 6,341 15,600 14,601 15,100

発電量 千kWh - - 0 0 0 0
導入に向け

努力する

導入に向け努

力する

導入率 % - - 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% - -

CO2排出係数

環境価値の確保量

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

による発電量
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○エネルギー環境計画書（株式会社ファーストエスコ：その１） 
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○エネルギー環境計画書（株式会社ファーストエスコ：その２） 

 

- 80 - 



○エネルギー環境計画書（株式会社ファーストエスコ：その３） 

 

- 81 - 



○エネルギー環境計画書（株式会社ファーストエスコ：その４） 

 

- 82 - 



○エネルギー状況報告書（株式会社ファーストエスコ：その１） 

 

- 83 - 



○エネルギー状況報告書（株式会社ファーストエスコ：その２） 

 

- 84 - 



○エネルギー状況報告書（株式会社ファーストエスコ：その３） 
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丸紅株式会社 

○データシート 

事業者名 丸紅株式会社 

○報告値の概要 

単位
2004年度

実績

2005年度

実績

2006年度

実績

2007年度

計画

2007年度

実績

2008年度

計画

2010年度

計画

2020年度

計画

全電源 kg-CO2/kWh 0.485 0.316 0.324 0.395 0.351 0.330 0.340 0.340

把握率 % 49% 95% 100% 100%

（火力） kg-CO2/kWh - 0.241 0.281 0.305

確保量 千kWh 29 65 568 205 1,089 0 2,200
2010年度以上

確保

確保率 % 0.03% 0.05% 0.43% 0.15% 0.55% 0.00% 0.90%
2010年度以上

確保

発電量（自社等） 千kWh 0 0 0 0 0 0 0
導入率3.5％を

目指す

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 3.50%

発電量（他社含む） 千kWh 0 27,209 27,000 21,848 27,000

発電量 千kWh 0 0 0 0 543 1,000 1,200
2010年度以上

確保

導入率 % 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.27% 0.10% 0.12%
2010年度以上

再生可能エネルギー

による発電量

未利用エネルギー等

による発電量

CO2排出係数

環境価値の確保量

確保
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○エネルギー環境計画書（丸紅株式会社：その１） 
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○エネルギー環境計画書（丸紅株式会社：その２） 

 

- 88 - 



○エネルギー環境計画書（丸紅株式会社：その３） 

 

- 89 - 



○エネルギー環境計画書（丸紅株式会社：その４） 

 

- 90 - 



○エネルギー状況報告書（丸紅株式会社：その１） 

 

- 91 - 



○エネルギー状況報告書（丸紅株式会社：その２） 

 

- 92 - 



○エネルギー状況報告書（丸紅株式会社：その３） 
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平成 20 年 11 月 

 
〔東京都環境確保条例〕 
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      電話 03(3556)1641 FAX03(3556)1688  
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